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 （別紙２） 

融資制度の創設・拡充                                       

① 「産業開発資金資本性劣後ローン特例制度（仮称）」（産業開発資金）の創設 

対象貸付制度 

① 沖縄観光リゾート産業振興貸付 

② 国際物流拠点産業集積地域等特定地域振興貸付 

③ 沖縄情報通信産業支援貸付 

④ 沖縄自立型経済発展貸付（非設備事業資金に限る） 

⑤ 駐留軍用地跡地開発促進貸付 

貸付対象 

対象貸付制度を適用する者で次のいずれかの要件を満たすもの 

① 生産性向上に資する計画に基づく事業 

② 地域経済振興に資する事業 

③ 地域社会にとって不可欠な事業 

④ 先進性、新規性又は技術力の高い事業 

特例の内容 

① 償還順位 

貸付先が法的倒産となった場合、すべての債権に劣後 

② 貸付限度 

所要資金の 5 割以内 

③ 貸付利率 

成功判定区分（税引後当期純利益額（0 以上/0 未満の 2

区分）にて判定）に基づく利率 

④ 貸付期間 

5 年１か月以上 15 年以内 

⑤ 償還方法 

期限一括償還 

⑥ 担保・保証人 

無担保・無保証人 

 

② 「沖縄ひとり親支援・雇用環境改善貸付利率特例制度」（産業開発資金、 

中小企業資金、生業資金、生活衛生資金、農林漁業資金、医療資金）の拡充 
 

特例の対象者 拡充内容 

ひとり親等の雇用

促進等に積極的

に取り組む者 

特例の対象者に以下を追加 

「社会的な要因による一時的な業況悪化により資金繰りに著しい

支障を来している者又は来すおそれのある者であって、雇用の維持又

は拡大を図る者、又は沖縄県において雇用調整助成金に係る実施

計画の届出が受理された者」 

 

該当する者は、本来適用される利率から ▲0.2％ 
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